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保育の必要性の認定に係る「事由」について（全体像） 

 

新制度における「保育の必要性」の事由 

○以下のいずれかの事由に該当すること 

※同居の親族その他の者が当該児童を保育することができる場合、

その優先度を調整することが可能 

①就労 

・フルタイムのほか、パートタイム、夜間など基本的にすべての就労に 

対応（一時預かりで対応可能な短時間の就労は除く） 

・居宅内の労働（自営業、在宅勤務等）を含む。 

②妊娠、出産 

③保護者の疾病、障害 

 

④同居又は長期入院等している親族の介護・看護 

・兄弟姉妹の小児慢性疾患に伴う看護など、同居又は長期入院・入

所している親族の常時の介護、看護 

⑤災害復旧 

⑥求職活動 

・起業準備を含む 

⑦就学 

・職業訓練校等における職業訓練を含む 

⑧虐待やＤＶのおそれがあること 

⑨育児休業取得時に、既に保育を利用している子どもがいて継続利用

が必要であること 

⑩その他、上記に類する状態として市町村が認める場合 

○以下のいずれかの事由に該当し、かつ、同居の親族その

他の者が当該児童を保育することができないと認めら 

れること 

①昼間労働することを常態としていること（就労） 

 

 

 

②妊娠中であるか又は出産後間がないこと（妊娠、出産） 

③疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体 

に障害を有していること（保護者の疾病、障害） 

④同居の親族を常時介護していること。（同居親族の介護） 

 

 

⑤震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たつてい 

ること（災害復旧） 

 

⑥前各号に類する状態にあること。（その他） 

現行の「保育に欠ける」事由（児童福祉法施行令２７条・再掲） 

 



  

１ 概要 

（１） 現行制度の入所判定では、長時間・短時間の区分は特に設けていないが、特に都市部の市町村では、それぞれにおいて定める

判定基準上、「週○日、１日当たり○時間」といった区分を設定し、「保育に欠ける」事由の判定とともに優先度を決定してい

る例が多い。 

 

（２） 新制度における保育認定については、「長時間」（主にフルタイムの就労を想定。現行の１１時間の開所時間に相当）及び「短

時間」（主にパートタイムの就労を想定）の２区分の保育必要量を設けることになる。 

※教育標準時間認定に関しては特段区分は設けない。 

 

２ 論点 

（１）「長時間」・「短時間」の区分をどのように線引きしていくか。 

 

（２）「短時間」の下限（＝保育の必要性の認定に当たって、例えば、事由が「就労」であれば、どの程度の就労時間を求めるか）を

どのように設定するか。 

 

（３）現行制度との関係をどう整理していくか。 

 

※これまで、保育認定に関する区分として記載していた「長時間（利用）」、「短時間（利用）」については、それぞれ「保育標準時間（利用）」、

「保育短時間（利用）」とした上で、教育標準時間認定（標準時間（利用））を「教育標準時間（利用）」とする。 

  

保育の必要性の「認定区分」と「保育必要量」について 



 区分 保育標準時間 保育短時間 

保育必要量 

１日当たり １１時間（開所時間）  ８時間  

１ヶ月当たり 
平均２７５時間（最大２９２時間・

最低２１２時間）  

１ヶ月当たり平均２００時間（最大２１２時間） 

就労時間の下限 

週当たり３０時間程度を基本  

（月換算１２０時間程度）  

１ヶ月４８時間以上６４時間以下の範囲で、市

町村が地域の就労実態等を考慮して定める時間

とすることを基本  

「保育の必要性」

の事由 

◇就労 

◇親族の介護・看護 
○ ○ 

上記以外（疾病・障害、求

職活動など） 
○ ― 

父親・母親の就労

形態 

ともにフルタイム ○ ― 

フルタイムとパートタイム ○ ○ 

ともにパートタイム ○ ○ 

現行制度等との関係 

・現行、就労時間の下限を「１ヶ月当たり４８～６４時間以上」以外に設定している

場合は、保育の量的確保等に時間を要すること等を考慮し、最大で１０年間程度の経

過措置期間を設け、対応することを可能とする。  

・現在、保育所に入所している児童については、市町村による就労時間の下限時間に

変更があっても、引き続き、保育所に入所することができる経過措置を講ずる。  

※１ヶ月の保育必要量の考え方 

１日１１時間（８時間）×３００日／１２ヶ月＝ ２７５時間（２００時間） 

１日１１時間×６日×３１日／７日（週） ≒ ２９２時間 

１日８時間×６日×３１日／７日（週） ≒ ２１２時間 



【第 11 回子ども・子育て会議 （平成 26 年 1 月 15 日開催）資料 1-1 の P42 から引用】 

 



３ 保育短時間認定における就労時間に係る下限の設定（案）  

「保育所」を利用するパート勤務等の「母親」の就労時間（月換算）     上段：人数  下段：％ 

       時間数

年度 
64時間未満 64時間以上120時間未満 120時間以上 合計 参考：フルタイム勤務 

平成24年度 
２ ８０ ７９ １６１ 

１６０人 
1.2 49.7 49.1 100 

平成25年度 
２ ８０ ９１ １７３ 

１６６人 
1.2 46.2 52.6 100 

平成26年度 
２ ６０ ６６ １２８ 

１５３人 
1.6 46.9 51.5 100 

平均（％） 1.3 47.6 51.1 100  

（各年度入所申込時勤務証明書等資料より算出）  

※上記の表の結果から、「６４時間」以上の基準に該当するのは、98.7％となり、６４時間未満は1.3％となる。また調査結果では、６４時間未満の時間数

はいずれの年度も６０時間となっている。 

 

 

相生市の「保育に欠ける要件」の認定については、現在、就労時間の下限を１日４時間以上かつ週４日（６４時間以上）    

または１日４時間以上かつ月１５日以上（６０時間以上）を目安に運用している。このことから、新制度における「保育短時

間認定」に係る下限を設定するに当たっては、現行の運用である下限時間の「６０時間」または「６４時間」での設定をする

ことが考えられる。  

 


